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１．総論、導入
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日本の行政を取り巻く環境変化とそれに追従する仕組みの提供
行政コストの抑制のため自治体、政府ともに職員は減少の傾向。一方で、少子化、高齢化や企業
活動の多様化など市民や企業に寄り添った行政サービスが求められる認識。
故に、その行政に従事する方々の仕事は量、質、幅ともに難化の方向へ変容していると想定

出典：平成29年地方公共団体定員管理調査結果の概要 （総務省）http://www.soumu.go.jp/main_content/000524416.pdf
人事院資料 http://www.jinji.go.jp/kenkyukai/kensyu/shiryou.pdf

国家公務員の年齢階層別人員構成比（平成27年、17年の比較）

RPA、AIの導入による効果の享受

地方公共団体の総職員数の推移（平成6年～平成29年）

定型業務や一部非定型業務を機械代替し
職員は付加価値業務に専念可能な行政運営へ

代替された時間

http://www.soumu.go.jp/main_content/000524416.pdf
http://www.jinji.go.jp/kenkyukai/kensyu/shiryou.pdf
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参考）民間事例 様々な場面でのAI活用や実証が進んでいる

㈱JCBでは法令等で禁止されている商品･
サービスの取扱いや加盟店の変化（店舗
移動や閉鎖等）のモニタリングにAIを活用

安全･安心な決済環境の提供 製造ラインの異常検知により停止時間を短縮
製品完成前に故障原因工程やアクションを提示
AI予測モデルを業務に組み込み、定常的に維持・活用

金融の支店業務の集約化センターのシフト作成

中核以外の業
務（人事、経
理等）を集約
し適正なリソー
スを算定

出典： https://www.global.jcb/ja/press/00000000162574.html
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メガバンクグループ RPAの導入計画と主な活用例

三井住友FG
2020年3月までに年300万時間分の業務削減

顧客データを営業担当者に自動送信

三菱UFJFG
2018年度から6年間で約2000業務を自動化

住宅ローン必要書類の記載不備を自動点検

みずほFG
2017年度中に年30万時間分の業務を削減

顧客データの入力自動化

参考）民間事例 手軽なRPAは様々な業界で活用が進んでいる

メーカー, 198社
商社, 11社 金融, 95社

小売, 18社

サービス・インフラ, 
304社

ソフトウェア・通信, 
158社

広告・出版・マスコミ, 
14社

官公庁・公社・団体, 
16社

当社契約実績社数の期間合計
大手金融機関からブームが始まり、
地銀や信用金庫にも急速に普及

出典： https://mainichi.jp/articles/20180315/k00/00m/020/108000c
http://www.nttdata.com/jp/ja/news/services_info/2017/2017092701.html
https://winactor.com/company/



© 2018 NTT DATA Corporation 7

２．行政での事例と効果



© 2018 NTT DATA Corporation
8

２．１ 中央省庁における取組事例（特許行政事務の高度化）

 電子申請率が９０％を超え、End to Endでデジタルデータが流通、蓄積している。
 過去の特許査定や拒絶査定の審査結果も電子化されており教師データが豊富
 類似性判断には概念や観念による部分が大きい（難しい要素）
 技術や意匠、商標には時節的なトレンドがある（難しい要素）

出典： 特許庁における人工知能の活用（平成28年度の取り組みと今後のアクションプラン）（平成29年4月特許庁）

②適用可能性調査の実施

①業務特性、データ特性の把握
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２．１ 中央省庁における取組事例（特許行政事務の高度化実証）

③商標イメージサーチへのAI適用
出典：特許庁「平成29年度人工知能技術等を活用した先行図形
商標調査業務の高度化･効率化実証的研究事業 事業報告書」
（平成30年3月）

④POCを踏まえた示唆
図形分類判定の難易度が高い幾何学図形において想定とは異なり高い精度を確認した一方で、
（人は識別できる）動物図の概念的一致を機械に識別させるには適用技術だけでは不十分の結果であり、
従前の動物の図形識別コードを検索条件に併用させることで審査者支援機能としては有用との結果

（@10は10位までに正解画像が検出され
る割合を示し、以下、@100は100位、
@500は500位までを意味する）

図形分類とイメージサーチを併用した場合におけるN位正解率

評価データの例

（複数実施されたPOCのひとつ）

実施したからこその気づき／業務特性を把握することの重要性
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２．２ 自治体における取組事例（つくば公共サービス実証事業）

 入力ミス等による職員の残業を含めた職員の負担増
 市民からの相談や窓口業務にわりあてることによる市民サービスの向上（狙い）
 OA機器を利用した定型入力、転記、集約、計算作業が多い
 （紙の申請等データも残存）

②対象業務選定～検証

①業務特性、データ特性の把握
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２．２ 自治体における取組事例（つくば公共サービス実証事業）

個人住民税・法人市民税「WinActor」計測対象
5業務の計測結果合計

③実施結果
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３．AI、RPAの導入課題
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中央省庁、自治体のAI、RPA対応
国・地方それぞれに適用可能な領域は存在。狙いや目的を明確にした上で現在のＩＴ浸透度に
応じて、手段としてのRPAやAIの適用スコープをしっかりと吟味する事が大事

中央省庁

利用者
企業 行政 市民 バックオフィス

AI-OCR
行政

内部事務
自治体
経営

固有の
行政
事務

政策立
案等

end to end

電子申請

業務プロセス RPA

RPA AI RPA AI

地方自治体
サービスの質の向上、情報のオープン化による
官民連携の促進(＋業務の効率化)

経営資源限られる中でどのように業務を回してい
くか（＋質の向上）

情報還元

AI

許認
可

AI

行政
内部事務行政

内部事務

電子申請
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中央省庁
定型的な補助金審査、苦情処理、人事労務管理等についてはすぐに導入し、より高度で主要な
業務例えば国会対応、政策立案業務、審査業務等ではAI等活用の実証（効果測定）が必
要と考える

当面最優先が考えられる対象業務

国民、企業等外部
との接点業務

窓口業務、苦情処理業務
広報・案内業務 等

基本的情報
処理業務

データ入力、貼り付け、計算、
メール自動送信、
グラフ作成 等

特定ルールに
よる大量処理業務

高度、大量な
情報処理業務

補助金等給付審査業務
申請届出手続き処理

「ビッグデータ処理」に相当す
る大量データの解析（※
データ基盤整備が前提）

国会対応業務
（コミュニケーション要素が

強い）

政策立案業務
（外部環境依存がある）

審査業務
（現時点ではルール化へ
のデータが不十分）

実験、環境整備等から
順次取り組む業務

行
政
の
将
来
像
実
現
に
向
け
た

「
は
じ
め
の
一
歩
」
と
し
て
の
導
入
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解決すべき課題

事業所管が異なる各中央省庁では、目的を具体化したうえで適用可能性調査（見える化）を
技術、行政、業務改善の専門家からなる官民タスクフォースを組成し、取組の進捗を定期的に
評価する体制を設け実施することも重要ではないか（適用可能性を否定から入らない）

活用に向けたIT基盤の整備がまだ遅れてお
り、「ビッグデータ化」が進んでいない

組織（府省内外）で情報・データの共有の壁
（活用の前提となるデータ蓄積への壁）

現時点では自動化するには更なる技術面での
レベルアップが必要

AI、RPAを活用した行政運営への機運がま
だ高くない（働き方改革との連携等）

ITの壁

部署の壁

業務の壁

認識の壁

 国全体としてのEnd to Endを自動化する意義をデジタルガバメント実行計画に示すとともに、各
府省の将来像とその中長期計画（≠KPI）に盛り込み、戦略的に推進してはいかがか

オープンデータの推進

データ追加取得のた
めのシステム開発

業務分析の実施

業務支援から利用
開始

セーフティネット
の確保
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地方自治体
自治体業務については、中央省庁以上に定型的な業務へのRPA適用を前提に、自治体共通の
業務要素が多いという実態を踏まえた共通業務の標準化（見直し含む）を実施しつつAIや
RPAの導入を図ることも全体合理性（＝スマート行政）の観点から有効と考える

当面最優先が考えられる対象業務

国民、企業等外部
との接点業務

窓口業務、苦情処理業務
広報・案内業務 等

基本的情報
処理業務

データ入力、貼り付け、計算、
メール自動送信、
グラフ作成 等

特定ルールに
よる大量処理業務

高度、大量な
情報処理業務

補助金等給付審査業務
申請届出手続き処理

「ビッグデータ処理」に相当す
る大量データの解析（※
データ基盤整備が前提）

Ａ
Ｉ
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
の
導
入

グ
ル
ー
プ
ご
と
の
標
準
化
の
推
進

自
治
体
の
グ
ル
ー
ピ
ン
グ

（
規
模
、
業
務
を
考
慮
要
）
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解決すべき課題

官民コンソーシアム等により、自治体の業務効率化、標準化、横展開について検討するしくみを構
築することが、RPAやAI導入に向けた第一歩となる。

• 電子手続の標準化、データの統一構造化
（例、つくば市では、手続の電子化、データ化によ
り効果が約4倍になるとの試算）

• パブリッククラウドの活用
「クラウド･バイ･デフォルト」の原則の下に、個人情報
等のセキュリティ保護されたクラウドの積極的活用

• 相互運用性のしくみづくり
自治体間の関係および民間との役割分担について
整理し、共同で回るしくみを構築する
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補足（特に自治体向け導入で必要となる事項）

よくあるＲＰＡ導入が進まない状態
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